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１．ものづくり補助金
⚫ 中小企業等のグリーン、デジタルに資する革新的製品・サービスの開発又は生産プロ
セス等の改善に必要な設備投資等を支援するとともに、赤字など業況が厳しい中で
生産性向上や賃上げ等に取り組む事業者を支援します。
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詳しくは事務局HP↓↓
http://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html

申請類型
補助上限額

(※従業員規模により異なる）
補助率

通常枠
750万円（従業員5人以下）、
1,000万円（従業員6～20人）、
1,250万円（従業員21人以上）

原則1/2 (※小規模事

業者・再生事業者は2/3)

回復型賃上げ・
雇用拡大枠

2/3
デジタル枠

グリーン枠 1,000万円、1,500万円、2,000万円

http://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html


１．ものづくり補助金
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詳しくは事務局HP↓↓
http://portal.monodukuri-
hojo.jp/index.html

対象：

デジタル枠

DX（デジタル・トランス
フォーメーション）に資
する革新的な製品・サー
ビスの開発やデジタル技
術を活用した生産プロセ
ス・サービス提供方法の
改善等を行う事業者向け

（要件）
・「DX推進指標」を活用
して、自己診断を実施す
るとともに、自己診断結
果を独立行政法人情報処
理推進機構（IPA）に対し
て提出している事

・IPAが実施する
「SECURITY ACTION」の
「★一つ星」又は「★★ 二つ
星」いずれかの宣言を応募申
請時点で行っている事 等

補助対象経費の例：
・AIを活用したシステム構築に要する費用
・新製品開発のための機械装置に要する費用
・需要予測システムに係るクラウドサービス利用費

（活用例）飲食・小売業

・飲食・小売店と食品製造工場を所有。店舗に需要予測システムを導入することで、販売機
会損失と廃棄量を削減。新製品開発とあわせて、工場の製造ラインにAIを活用した不良
品検知のシステムを導入し、生産性と付加価値の向上を目指す。

システム構築、
機械装置の導入等

廃棄量削減等によるコストダウン

新製品の事業化

⚫ 13次公募実施中。令和４年１２月２２日１７時が申請〆切。

⚫ 今年度からデジタル枠が新設。

http://portal.monodukuri-hojo.jp/index.html


２．IT導入補助金

⚫ インボイス制度導入への対応も見据えつつ、企業間取引のデジタル化
を強力に推進。
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詳しくは事務局HP↓↓
https://www.it-hojo.jp/

会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフト、ECソフトに補助対象を特化

クラウド利用料を２年分まとめて補助

PC・タブレット、レジ・券売機等の購入を補助対象に追加

⚫ 補助率３／４（補助額 ～50万円以下）
⚫ 補助率２／３（補助額 50万円超～350万円）

⚫ PC・タブレットについては、補助上限額10万円、補助率１／２で支援。
⚫ レジ・券売機等については、補助上限額20万円、補助率１／２で支援。

複数社連携IT導入類型の創設

⚫ 地域DXの実現や生産性の向上を図るため、
複数の中小・小規模事業者が連携して
ITツール及びハードウェアを導入する取組を支援する。



３．地域デジタルイノベーション促進事業（※今年度公募終了）

⚫ 地域の特性や強みとデジタル技術をかけあわせ（X-Tech）、新たな
ビジネスモデルの構築に向けて地域企業等が行う実証プロジェクトを支
援。地域発のデジタルイノベーションの先進事例の創出・普及を図る。
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ITベンダー
Tech系ベンチャー 等

【活動内容】
・市場分析
・製品・サービス等の試作
・試作物・サービスの顧客ヒアリング
・事業性の検証（F/S）
・地域内外企業等へのデジタル
イノベーションの普及活動 等

【活動内容】
・必要な技術・ノウハウ等の提供等

大学等研究機関

地域金融機関 商工団体

等

協
力
団
体
等

デ
ジ
タ
ル
企
業

【活動内容】
・実証事業の技術的サポート
・地域全体への成功事例の横展開等

経産省

地
域
企
業

実証企業
（群）

補助（補助率：中小企業2/3、非中小企業1/2）

コンソーシアム

連携



４．地域DX促進活動支援事業

⚫ 地域企業の経営・デジタルに関する専門的知見・ノウハウを補完し、地域ぐるみで地
域企業のDX実現を支援するため、産学官金の関係者が一体となった支援コミュニティ
が実施する各種活動（①地域企業の課題分析・戦略策定の伴走型支援、②地域
企業とITベンダー等とのマッチング支援等）に要する費用を補助します。

6

詳しくは経済産業省HP↓↓
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/
dxcommunity/dxcommunity.html

金融機関

大学・高専・
教育機関

支援機関

ITベンダー・
Tech系ベンチャー

自治体 経営コンサル・
人材会社

地域の関係者が
一体となって

地域企業のDXを
サポート

業界団体

国研・公設試

支援
コミュニティ



５．地域デジタル人材育成・確保推進事業

⚫ デジタル人材育成コンテンツを提供するポータルサイトを立ち上げ、プ
ラットフォームのサービスを提供する（①②）。

⚫ 全国各地で現場研修プログラムの候補となる案件を組成する（③）。
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５．地域デジタル人材育成・確保推進事業

⚫ マナビDXには、無償の入門/基礎講座や、実践的な有償講座が掲載。

⚫ 有償講座の中には、受講支援制度が存在するものも多数。

現在、約100の
無償講座が掲載

有償講座の個別ページには、受講費
用や賃金助成制度の情報も掲載
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詳しくは「マナビDX」HP↓↓
https://manabi-dx.ipa.go.jp/

https://manabi-dx.ipa.go.jp/


５．地域デジタル人材育成・確保推進事業

⚫ デジタル人材が企業や地域の課題解決プロジェクトに参画・取り組む
ことで実践的なデジタル技術の実装方法を学べるプログラム（課題解決
型現場研修プログラム）を実施。

⚫ 人材と企業・地域のマッチングが円滑に進むよう、全国各地におけるDX
の取組やコーディネーター活動の活性化に向けて取り組んでいく。
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参画
デジタル人材

社内課題解決プロジェクト

中小企業

5人チームの役割分担例
・リーダー／窓口／調整：1名
・進行管理／説明資料作成：1名
・デジタルソリューション構築／
分析設計：3名

デジタル人材

地域の課題解決プロジェクト

デジタル人材



★メールマガジンのご案内（経産省北陸支局）

⚫ 中部経済産業局北陸支局では、メールマガジンを配信しております。

⚫ 経産省の中小企業等支援策をはじめ、北陸地域のタイムリーな話題、イ
ベントやセミナー、公募情報等を中心に、幅広い情報をお届けしております。

⚫ 配信登録・解除は無料です。下記から是非ご登録ください。

本資料に関するお問い合わせ先
経済産業省 中部経済産業局 北陸支局 地域経済産業課

TEL:076-432-5518

こちらからも登録いただけます→

北陸支局地域経済産業課メールマガジンHP↓↓
https://www.chubu.meti.go.jp/e21shinsangyo/merumaga_kanren/merumaga.html
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